
四

﹇
略
﹈

三

﹇
同
上
﹈

五

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
三
十
二
条
第
一
項
第
二
号
か

ら
第
五
号
ま
で
の
規
定
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
る
損
害
賠
償
の
請
求
を
行
う
場
合
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更

の
事
実
の
確
認

﹇
新
設
﹈

六

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
四
十
八
条
に
基
づ
く
条
例
に

よ
る
金
銭
の
徴
収
を
行
う
場
合
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
の
事
実
の
確
認

﹇
新
設
﹈

七

﹇
略
﹈

四

﹇
同
上
﹈

八

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
公
営
住
宅
法
第

十
二
条
第
三
項
に
基
づ
く
条
例
に
よ
る
家
賃
の
徴
収
を
行
う
場
合
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
の
事
実
の
確
認

﹇
新
設
﹈

九

﹇
略
﹈

五

﹇
同
上
﹈

十

﹇
略
﹈

六

﹇
同
上
﹈

61

法
別
表
第
五
第
二
十
八
号
の
三
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

60

﹇
同
上
﹈

一

入
居
者
の
申
請
の
受
理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
請
に
対
す
る
応
答

一

特
定
優
良
賃
貸
住
宅
に
係
る
入
居
者
の
申
請
の
受
理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ

の
申
請
に
対
す
る
応
答

二

家
賃
又
は
敷
金
の
徴
収
を
行
う
場
合
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
の
事
実
の
確
認

﹇
新
設
﹈

三

入
居
者
及
び
同
居
者
の
生
存
の
事
実
又
は
氏
名
若
し
く
は
住
所
の
変
更
の
事
実
の
確
認

二

特
定
優
良
賃
貸
住
宅
に
係
る
賃
貸
借
契
約
の
解
除
に
あ
た
り
入
居
者
の
氏
名
又
は
住
所
の
変
更
の
事
実
の

確
認

62
〜
67

﹇
略
﹈

61
〜
66

﹇
同
上
﹈

備
考

表
中
の
﹇

﹈
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

令
和
三
年
度
か
ら
令
和
六
年
度
ま
で
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
金
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

令
和
三
年
度
か
ら
令
和
六
年
度
ま
で
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
金
額
を
定
め
る
省
令
（
令
和
二
年
総
務
省
・
財
務
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。次

の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
（
題
名
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

令
和
四
年
度
か
ら
令
和
六
年
度
ま
で
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ

り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
金
額
を
定
め
る
省
令

令
和
三
年
度
か
ら
令
和
六
年
度
ま
で
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ

り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
金
額
を
定
め
る
省
令

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
公
庫
債
権
金
利
変

動
準
備
金
の
金
額
は
、
令
和
四
年
度
及
び
令
和
五
年
度
に
お
い
て
は
五
百
億
円
と
、
令
和
六
年
度
に
お
い
て
は
三

百
億
円
と
す
る
。

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と
す
る
公
庫
債
権
金
利
変

動
準
備
金
の
金
額
は
、
令
和
三
年
度
に
お
い
て
は
四
百
億
円
と
、
令
和
四
年
度
に
お
い
て
は
二
千
五
百
億
円
と
、

令
和
五
年
度
に
お
い
て
は
五
百
億
円
と
、
令
和
六
年
度
に
お
い
て
は
三
百
億
円
と
す
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報
〇
総
務
省

財
務
省
令
第
二
号

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
六
十
四
号
）
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
三
年
度
か
ら
令
和
六
年
度
ま
で
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
附
則
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
国
に
帰
属
さ
せ
る
も
の
と

す
る
金
額
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
四
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

金
子

恭
之

財
務
大
臣

鈴
木

俊
一


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